
事業群評価調書（令和２年度実施）

6

(３)

②

基準年 H28 H29 H30 R元 R2

目標値① ― 29,820人 ― ― 30,191人

実績値②
25,337人

（H24)
27,596人 28,172人 28,501人 算定中

達成率
②／①

― 94% ― ―

H30実績 H30目標 H30実績

R元実績 R元目標 R元実績

R2計画 R2目標

380 285 75%

380 276 72%

380

240 185 77%

240 195 81%

240

3,300 1,800 54%

500 471 94%

500

80 73 91%

80 79 98%

80

令和元年度事業の実施状況
（令和２年度新規・補正事業は事業内容）

長寿社会課

3,259

H27-

介護人材確保対策事
業〔理解促進〕
（医療介護基金）2

16,679 11,865 3,190

○

6,111 0 1,591

成果
指標

6,111 0 2,393

イメージアップイベン
ト参加者中介護に対
する良い印象もった
方の割合（％）

イメージアップイベン
トの集客数（人）

●事業の成果
・昨年度は、イベント会場を通過型から
収容型会場に変更するとともに、体験
型ブースを多く設けるなどの見直しを行
い、できるだけ長い時間イベントに参加
し、理解を深めることができた。
・集客数は若干目標に届かなかったも
のの、参加者に対するアンケート調査
では、介護に対するイメージを一定程度
好転させることができ、介護の仕事につ
いて理解を深めることができた。

活動
指標

4020

根拠法令
地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に
関する法律

県民、介護
分野への
求職者等

　介護の仕事への理解促進を図るため、一般県
民を対象に啓発イベントを開催した。

活動
指標

有効求職数の月平均
（人）

●事業の成果
・過去5年間（Ｈ23～27年度）の平均値
をそれぞれの目標値としているが、景
気等の影響により、年々求職登録者数
は減少しており、その結果、就職者数も
目標を下回ったが、就職者数（195人）
は昨年度実績（185人）から10人増加し
ており（増加率5%)、年々人材確保が厳
しさを増す中、一定、介護人材の確保に
寄与できた。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・直接、職業紹介を行うことにより、195
人の介護人材の確保に寄与した。

17,298 12,484 3,182

成果
指標

福祉人材センター紹
介による就職者数
（人）

所管課(室)名

1

福祉人材センター運営
委託事業

H5-

17,623 12,809 1,609

根拠法令 社会福祉法

介護福祉
分野への
求職者等

　福祉介護の無料職業紹介、福祉の仕事や職
種・資格取得についての相談業務、インターネット
等を活用した求人情報の提供、面接指導等を実
施した。

長寿社会課
取組
項目
ⅰ

中
核
事
業

うち
一般財源

人件費
(参考)

事業対象
達成率

２．令和元年度取組実績（令和２年度新規・補正は参考記載）

事業
番号

取組
項目

事務事業名 事業
期間

事業費　(単位:千円） 事　　業　　概　　要 指標（上段：活動指標、下段：成果指標）

主な指標
令和元年度事業の成果等

進捗状況

やや遅れ

基 本 戦 略 名 産業を支える人材を育て、活かす 事業群主管所属 福祉保健部長寿社会課

１．計画等概要

（長崎県総合計画チャレンジ2020　本文） （取組項目）

施 策 名 医療・介護・福祉人材の育成・確保 課 （ 室 ） 長 名 尾﨑　正英

事 業 群 名 介護・福祉人材の育成・確保 事業群関係課(室) 障害福祉課

　団塊の世代が全て75歳以上の後期高齢者となる2025年を見据えて、地域包括ケアシステム構築の実
現を支える介護人材の確保等を目指します。
　また、介護・福祉職が魅力ある職種となるよう、労働環境や雇用環境の改善を図るとともに、イメージ
アップにも努めます。

ⅰ）小、中、高生等を対象とした介護職の正しい理解促進、入職者の拡大やマッチングの強化などによる参入促進
ⅱ）休暇制度の充実やキャリアに応じた給与体系の整備などによる労働環境の改善
ⅲ）介護に関する専門研修等を通じた人材育成による資質の向上

事
業
群

　　　　　　　　　　指　標 最終目標（年度） （進捗状況の分析）

県内介護職員数

30,191人
（R2）

　県内の介護職員数は、「介護サービス施設・事業所調査」を基に、国
が都道府県別に推計し公表したもので把握することとしており、直近
では、令和２年度に平成30年度実績が公表（令和元年度分は、現時
点で公表されていない）されている。
　最終目標の令和２年度目標を達成するためには、毎年度約850人
の介護職員を確保する必要があり、平成28年度から平成30年度まで
の増加数平均が約450人であることから、更なる介護職員の確保が必
要となっている。



5 6 120%

5 7 140%

5

80 56 70%

80 68 85%

80

8 8 100%

8 8 100%

6 6 100%

6 6 100%

4 5 125%

5 5 100%

5

505 580 114%

505 307 60%

280

25 17 68%

25 27 108%

70 69 98%

70 69 98%

貸付人数（人）

活動
指標

伝道師を派遣した講
座の開催（回）

12,620

0

13,051 1,609

活動
指標

●事業の成果
・貸付原資の減少により、H30年度は、
次年度（R元年度）の「実務者研修受講
資金」貸付の実施が可能か不明であっ
たため、Ｈ30年度で終了と広報し、貸付
を実施。その結果、H30年度に貸付実
績が伸びたのが、R元年度に目標達成
できなかった大きな原因と考えている。
（国補正予算を確保し、R元年度も貸付
実施）
＜実務者研修受講資金貸付＞
　H30年度実績：540名
　R元年度実績：265名
・なお、介護福祉士実務者研修受講資
金を貸し付けた265人のうち、令和元年
度介護福祉士国家試験受験資格を得
た85人のうち83人が同試験を受験し、
59人が合格した。また、再就職準備金
貸付を活用して、13人が再就職した。

1,5940

取り組んだ事業所の
採用率又は定着率の
平均が向上した圏域
数（圏域）

成果
指標

3,9770

12,620 1,595

成果
指標

1,59114,023

介護福祉
士養成校
在学者、実
務者研修
受講者、介
護職員

　介護人材確保のため、介護福祉士養成校修学
資金や実務者研修受講資金、再就職のための準
備金の貸付を実施した。

●事業の成果
・学生には、年齢が近い若い介護職員
からの魅力発信が受け入れやすいとい
う意見を受け、各圏域から若い介護職
員を推薦してもらい、10月にプレゼン
テーション研修等を実施し養成。
・学生向けの講座だけでなく、教職員等
を対象とした講座や地域イベントでの魅
力発信など、活動の幅を拡げることがで
きた。

合同面談会の開催数
（回）

●事業の成果
・面談会参加者には、介護福祉士養成
施設（学校）の学生も多く参加しており、
その学生の多くは、学校に提出されて
いる求人票にて就職されるケースも多
く、目標を下回ったものの、面談会をこ
れまでの長崎・佐世保・大村に加え諫早
でも開催したことにより、参加者数
（H30：318人→R元：326人）、就職者数
（H30：56人→R元：68人）ともに増加し
た。

2,393

募集回数（回）

5,251

長寿社会課

6

14,023

15,932

3

長寿社会課

5

介護福祉士修学資金
等貸付事業

H27-

178,662

(R元
終了)

H30-R元

5,514

次世代の介護人材養
成促進事業（医療介護
基金）

長寿社会課

2,386

成果
指標

講座受講後に介護の
仕事をしてみたいと
答えた受講者の割合
（％）

介護人材確保対策事
業〔マッチング強化〕
（医療介護基金） H27-

26,088 0 402

長寿社会課

活動
指標

根拠法令
地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に
関する法律

根拠法令
地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に
関する法律

介護人材確保対策地
域連携支援事業（医療
介護基金）

(R元
終了)

H29-R元

11,392

0

2,392

33,423 0 2,386

成果
指標

合同面談会による就
職者数（人）

33,423 0

4

根拠法令
地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に
関する法律

根拠法令
地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に
関する法律

●事業の成果
・８つの老人福祉圏域全てにおいて、介
護事業所や関係機関等が連携・協働し
て、地域の課題に対する介護人材の育
成・確保に関する取組を行った。
・小・中・高校生への介護に対する理解
促進や地域住民等の介護に抱くイメー
ジを改善するために圏域ごとに活動す
ることで、介護の重要性をより身近に感
じてもらえる取組となった。

事業に取り組む圏域
数（圏域）

活動
指標

介護分野
への求職
者、介護職
員等

　キャリア支援専門員が事業所を訪問し、求人動
向の把握や、求職者ニーズにあわせた職場開拓
を行った。また、合同面談会や新入職員合同入職
式の開催、相談窓口の設置等を行った。

介護事業
所、学校、
社会福祉
協議会等

　県内8圏域で、介護事業所や関係機関等により
設立した地域連絡協議会において、介護人材の
育成・確保に関する地域の課題を解決するため、
イメージアップのための具体的な事業や、連携・
協働して実施する事業に対して補助を行なった。

県民、介護
分野への
求職者、
小・中・高
生

　魅力伝道師として養成した若手介護職員による
中学･高校生に介護の仕事のやりがい等を伝える
講座を実施した。
　また、福祉・介護の仕事の大切さや魅力を伝え
るために、各圏域に設置している介護人材育成確
保対策地域連絡協議会が小・中・高生に対して実
施する基礎講座や職場体験に対する助成を行っ
た。

取組
項目
ⅰ



21

20

120 94 78%

120 54 45%

120

60 16 26%

40 15 37%

40

8 8 100%

8 8 100%

8

30 3 10%

30 17 56%

30

60 114 190%

120 102 85%

120

48 28 58%

48 59 122%

60

70 14 20%

70 21 30%

-

70 11 15%

70 17 24%

―

長寿社会課

成果
指標

将来の職業として介
護をしてみたいと回
答した割合（％）27,639 0 3,988

―

基礎講座・職場体験
実施市町数

活動
指標

7

介護人材育成・確保対
策地域連携支援事業
（医療介護基金）

(R2
新規)
R2-4

地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に
関する法律

活動
指標

2,870 0 3,977

成果
指標

セミナー参加事業所
のうち外国人介護職
員受入に取り組むこ
とを決めた事業所数
（事業所）

17,673

7,238 0 3,182

成果
指標

基礎研修・職場実習
への参加者のうち、
介護職場へ就労した
人数（人）7,238 0 3,190

4,734 0 2,391
活動
指標

基礎研修・職場実習
への参加者数（人）

●事業の成果
・介護関係団体と連携し、県内の20事
業所で、おおむね60歳以上を対象とし
た介護の周辺業務（介護助手業務）の
仕事体験事業を実施。各事業所におい
て、周知活動に取り組んでいただいた
が、効果的な周知方法の共有ができ
ず、周知が不十分だった事業所もあり、
参加者は54人にとどまり、その結果、介
護分野での就労は15人、求職活動中が
5人となった。
・目標は下回ったものの、人材が不足
する介護現場を「新たな人材層（元気高
齢者）」で支えていく取組を進めることが
できた。

根拠法令

●事業の成果
・介護事業者へ経営・労働環境改善に
関するアンケートを実施し、事業者が抱
いている課題に合わせてた内容のセミ
ナーを実施するなど、事業者が具体的
な課題を意識して相談できるよう対応し
たが、個別相談を申し込む事業者が21
事業所にとどまった。なお、セミナーは、
延べ9回開催し、188人が参加し、一定、
経営・労働環境改善の必要性につい
て、理解を深めることができた。

3,466 0

10

外国人介護職員の確
保・定着支援事業（医
療介護基金） H30-R2

553 0 797
活動
指標

長寿社会課

成果
指標

環境改善が図られた
法人数（法人）

0 3,988

県内介護事業所向け
受入セミナー参加事
業所数（事業所）

●事業の成果
・昨年度に引き続き、同程度の参加事
業所を目標に、県内介護事業所向けセ
ミナーを実施。セミナーの内容は、介護
事業所が外国人を受け入れるにあたっ
て、不安と感じている内容を中心に構成
したが、目標を下回る102事業所（参加
者：137人）にとどまった。
・なお、受入を決めた事業所数について
は、目標を達成しており、一定、介護事
業所の不安を解消するセミナーを実施
できたと考えている。

根拠法令
地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に
関する法律

　現地大学等と協議及び調整を行い、覚書の締
結や現地説明会をすることとしていたが、新型コ
ロナウイルス感染症の影響により、R2年度へ延期
となった。
　外国人介護人材受入対策協議会での協議及び
県内介護事業所向けの受入セミナーを開催し、受
入施設の意識の醸成を行った。
　また、現在長崎県内の介護施設等にいる技能
実習生を対象に集合研修を行い、実習生の円滑
な就労と定着に向けた取組も行った。

8

ターゲットに応じた介
護人材確保・育成事業
（医療介護基金） H30-R2

長寿社会課

介護入門者の育成・参
入促進事業（医療介護
基金） H30-R2

3,921 0 797

長寿社会課

11

経営・労働環境改善支
援事業（医療介護基
金）

(R元
終了)

H29-R元

長寿社会課

1,591

介護事業
所等

　県内8圏域に、経営や労働環境改善のアドバイ
ザーを専任で配置し、セミナーの開催や、経営・
労働環境の課題に対するアドバイス等により、改
善に取り組む事業所を支援した。

2,090 0 1,196
活動
指標

環境改善に取り組む
法人数（法人）

根拠法令
地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に
関する法律

●事業の成果
・県内８地域で、それそれ1回ずつ研修
を開催し、H30年度（73人）を大きく上回
る152人が参加し、介護の入門的な内
容について知識や理解を深めることが
できた。
・しかしながら、研修受講者のうち、親
の介護の知識習得のため研修を受講
する者も多く（64人）、就労に繋がった者
は17人にとどまっているが、求職登録
者は17人おり、介護の仕事への興味･
関心を一定高めることができた。

3,702 0 797

成果
指標

研修参加者のうち、
介護事業所に就労し
た人数（人）6,255 0 795 根拠法令

地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に
関する法律

9

根拠法令
地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に
関する法律

介護事業
所、学校、
社会福祉
協議会等

　県内８圏域で、介護事業所や関係機関等により
設立した地域連絡協議会において、介護人材の
育成・確保に関する地域の課題を解決するため、
小・中・高生に対する理解促進の取組や、関係機
関が連携・協働して実施する人材育成・確保対策
事業に対して補助を行なった。

高校生、介
護福祉士
養成施設、
介護分野
の就労未
経験者、介
護事業所
等

　介護未経験者に介護に関する基礎的な講座や
職場体験を実施し、介護分野への参入を促進す
るとともに、介護福祉士養成施設の入学者確保の
ため、県内の高校で出前講座や出張学校説明会
を実施する養成施設に助成を行った。
　また、介護事業所等が負担する初任者研修等
の受講料を補助し、介護職員の資質向上と定着
を図った。

介護分野
の就労未
経験者等

　介護分野への参入のきっかけを作るとともに、
介護の業務に携わる上での不安を払拭すること
により、多様な人材の参入を促進するため、国が
新たに定めた、介護の業務に携わる上で知ってお
くべき基本的な技術を学ぶことができる入門的研
修を実施した。

外国人介
護職員の
受入を希望
する介護事
業所等

研修開催数（回）

取組
項目
ⅰ

取組
項目
ⅱ



80 89 111%

120 138 115%

120

54 63 116%

84 117 139%

100

25 15 60%

25 21 84%

25

80 80 100%

80 75 93%

80

4 4 100%

4 1 25%

100 133 133%

100 65 65%

4

100

20

80

活動
指標

モニタリングにおいて
コーディネーターが支
援した事業所（箇所）

―

成果
指標

業務の効率化が図ら
れた事業所の割合
（％）3,358 0 3,190

業務改善に取り組む
事業所数（箇所）

―

成果
指標

モニタリングにより実
際に機器を導入した
事業所割合（％）10,157 0 2,393

長寿社会課

15

介護ロボット・ＩＣＴ普及
促進事業（医療介護基
金）

(R2
新規)
R2-3

活動
指標

411 0 795

成果
指標

宣言事業所のうち、
人材確保に改善が見
られたと回答した事
業所の割合（％）

1,489

3,810 0 1,591

成果
指標

上位の加算取得が図
られた事業所数（事
業所）9,887 0 2,393

活動
指標

専門家派遣により加
算に取り組む事業所
数（事業所）

根拠法令 介護保険事業費補助金交付要綱

○

●事業の成果
・対象事業所への文書周知のほか、特
に、加算（Ⅳ）（Ⅴ）及び加算未取得事業
所へ電話連絡により個別に事業を周知
し、必要な支援が受けられるよう促し
た。個別相談を利用した事業所のうち、
約85%の事業所が上位の加算を取得で
きた。
●事業群の目標（市表達成）への寄与
・介護職員の確保・定着の大きな要素
の一つである給与改善に大きく寄与し
た。

2,397 0 1,196

根拠法令
地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に
関する法律

0 1,595

12

介護職員処遇改善加
算取得促進特別支援
事業 H29-

長寿社会課

宣言を行う事業所数
（法人）

介護事業
所等

　平成29年度から、介護職員処遇改善加算にお
いて、新たな加算区分が追加されたことから、専
門家派遣による助言・指導を実施するなど、介護
事業所等の加算取得に向けた取組を支援した。

650 0 797
活動
指標

介護施設･
事業所、介
護分野へ
の求職者
等

　介護事業所等の改善への取組をこれまで以上
に促進するとともに、求職者等に対して改善内容
等の見える化を図るため、介護事業所等が環境、
処遇改善に取り組む改善取組事業所として宣言
するとともに、給与や休暇等の詳細な情報を公表
する制度を創設し、ホームページでの公表や冊子
によるＰＲ等、宣言事業所の人材確保に資する支
援を実施した。

16

介護サービス生産性
向上支援事業（医療介
護基金）

(R2
新規)
R2-4

長寿社会課

13

職場環境改善取組事
業所の宣言制度推進
事業（医療介護基金） H30-R2

長寿社会課

14

介護ロボット・ＩＣＴ導入
促進事業（医療介護基
金）

(R元
終了)

H30-R元

長寿社会課

5,538 0 1,591

成果
指標

セミナー・見学会参加
事業所数（事業所）

セミナー・見学会開催
回数（回）

●事業の成果
・セミナーについては、長崎市内及び佐
世保市内でそれぞれ1回、見学会は、県
内外1箇所ずつの計4回実施予定であっ
たが、新型コロナウイルス感染症の影
響により、セミナー1回、県内外の見学
会2回を中止したため、目標を達成でき
なかった。
・なお、中止したセミナーには、36事業
所、見学会には26事業所参加予定で
あった。

根拠法令
地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に
関する法律

介護事業
所等

　平成30年度に実施した県内事業所における介
護ロボット・ICT導入実態調査において、特に介護
職員の負担軽減に効果のある分野の機器を対象
に、地域でのモデルとなる事業所へ導入経費の
助成を行った。また、導入促進セミナーを開催し、
効果的な導入方法等について講演や機器展示を
行った。

活動
指標

4,850 0 1,594

介護事業
所等

　介護職員の労働環境改善を図るため、介護ロ
ボット・ICTをより一層普及促進させるため、効果
検証や普及活動に協力していただける事業所等
に対し、導入経費の助成を行うとともに、導入効
果を見える化するための効果検証を実施するとと
もに、未導入の介護事業所へはモニタリング（試
用貸出）を通じ効果的な導入支援を行う。

介護事業
所等

　介護サービスの生産性向上を目指し、業務改善
等にかかるセミナーの開催や、専門家によるアド
バイス等により、改善に取り組む事業所を支援す
る。

根拠法令
地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に
関する法律

根拠法令
地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に
関する法律

●事業の成果
・21法人（177事業所）において、労働環
境や処遇の改善に関する具体的な取
組目標を設定することで、その取組が
促進された。
・また、宣言事業所等の情報を取りまと
めた冊子を作成し、合同面談会の場や
介護福祉士養成施設及び高校等へ配
布し、求職者に対し宣言事業所のPRを
行った。

取組
項目
ⅱ



1 1 100%

16 48 300%

2 2 100%

4

30 12 40%

40

3 3 100%

3

4 6 150%

7

ⅰ

ⅱ 休暇制度の充実やキャリアに応じた給与体系の整備等による労働環境の改善

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

○給与の改善に直結する処遇改善加算の取得については、これまで社会保険労務士を派遣し、加算の取得又は、上位
加算への移行の支援を行っており、昨年10月新たに「介護職員等特定処遇改善加算」が創設されたことから、更なる加算
取得のための支援を実施し、117事業所において加算取得又は上位加算への移行が行えた。しかしながら、最上位加算
（区分Ⅰ）の取得割合は、71.1％（R2.4.1現在）にとどまっており、まだ給与改善の余地が残っている。

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

○県内の小・中・高生を対象とした基礎講座や職場体験ツアー、魅力伝道師による講話には、合わせて2,572人の参加が
あり、参加者には、介護の仕事に対する一定の理解が得られたが、全市町での取組はできなかった（15市町）。関係機関
や、８つの老人福祉圏域に設置した地域協議会から各学校へ働きかけを行っているが、具体的に事業を活用する教師ま
で事業の内容が浸透していないのが課題と考えられる。
○福祉人材センターでの求人・求職者に対する情報提供や、合同面談会の実施などのマッチングに取り組み、センター紹
介による就職者数は、平成30年度185人に対し、令和元年度195人と増加したものの、目標を達成できなかった。福祉人
材センターにおける求職者登録数を増加させることが課題である。

○これまで、義務教育課等を通じ、市町教育委員会等から各小、中、高校へ事業の周知をして
いたが、本年度は、これまでの周知方法と併せ、直接各校へアンケート調査を実施し、各校の
ニーズを把握し、多くの学校で実施できるよう働きかけを強化する。
○これまでの合同面談会（50事業所）に加え、各介護事業所にも協力いただき、地域密着型の
面談会（プチ面談会：４事業所程度）を開催し、求職者の掘り起こしを行う。

○昨年度アンケート調査を行い、加算未取得の事業所のうち、未取得理由が「取得手続きが
煩雑」と回答いただいた事業所を中心に、直接働きかけるとともに、最上位加算（区分Ⅰ）取得
が可能な区分Ⅱ、Ⅲを取得している事業所に対しても直接働きかけを行う。

小、中、高生等を対象とした介護職の正しい理解促進、入職者の拡大やマッチングの強化等による参入促進

３．実績の検証及び解決すべき課題と解決に向けた方向性

●事業の成果
・県委託による基本研修を２回、登録研
修機関である長崎県教育委員会による
基本研修を１回それぞれ実施した。
・また、喀痰吸引を実施できる障害福祉
サービス事業者等（通所）を６圏域にお
いて１箇所以上確保することができた。

675 0 795

4,785 0 2,386

●事業の成果
・システム構築前は、研修に最大で10
日間参加する必要があったが、e-ラー
ニングにより在宅や事業所での受講が
可能となり、５日間の参加で済む等、研
修に係る時間と費用の負担軽減が図ら
れた。
・また、研修実施機関と調整した結果、
令和２年度（運用初年度）からe-ラーニ
ング可能となる研修時間が約48時間と
当初予定より大幅に増加した。

介護支援
専門員

　介護支援専門員法定研修システム（e-ラーニン
グ）を構築し、5つの法定研修のうち3種類の研修
（課程Ⅰ、課程Ⅱ、未経験・再研修）の一部（座学
部分）で、それぞれ、１５時間、約９時間、約２４時
間のe-ラーニング受講が可能となった。

法定研修システム構
築数（式）

活動
指標

根拠法令
地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に
関する法律

○451 0 1,591

成果
指標

離島における基礎的
な研修修了者数（人）

2,744 0 1,595

活動
指標

離島における基礎的
な研修開催回数（回）

●事業の成果
・研修参加者について、五島市（10名）、
対馬市（20名）を想定し、市の広報誌等
を活用した周知を実施したが、周知期
間が短かったなどの理由から、五島市
（2名）、対馬市（10名）の合計12名にと
どまった。そのため、介護職への就職も
2名にとどまった。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・地域住民に対し、研修の機会を提供
し、介護への理解を深めることはできた
が、参入に繋がらず、十分寄与できな
かった。

研修開催回数（回）
活動
指標

喀痰吸引を実施でき
る障害福祉サービス
事業者等（通所）を各
圏域に1箇所以上確
保する。

863 0 798

19

福祉・介護職員等によ
るたんの吸引等研修
事業（医療介護基金）

R元-8

県民、介護
分野への
求職者、介
護職員等

　医療行為である喀痰吸引について、介護職員等
に必要な知識及び技能を修得させる研修（重度障
害者等を対象とした特定の者）を実施する。

根拠法令
地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に
関する法律

介護支援専門員法定
研修システム構築事
業（医療介護基金）

(R元
終了)
R元

成果
指標

17

取組
項目
ⅲ

在宅等で研修可能な
時間数（時間）

長寿社会課

障害福祉課

18

離島における介護人
材確保事業（医療介護
基金） R元-3

長寿社会課

成果
指標

根拠法令
地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に
関する法律

　研修の機会に限りのある離島地域の住民に対
し、介護職員確保のための基礎的な研修を実施
した市町に対し支援を行った。

介護職員
等



ⅲ

事業構築の視点

7

（令和２年度の新たな取組は「R２新規」等と記載、見直しがない場合は「－」と記載） 見直しの方向

福祉人材センター運営
委託事業

見直し区分

４．令和２年度見直し内容及び令和３年度実施に向けた方向性

事業
番号

取組
項目

令和２年度事業の実施にあたり見直した内容 令和３年度事業の実施に向けた方向性

介護に関する専門研修等を通じた人材育成による資質の向上

●課題解決に向けた方向性

○県内８圏域において、それぞれ新人・中堅の階層別研修を年３回ずつ実施し、延べ694人の参加を得られた。また、「研
修の内容が実務に役立つか」尋ねたところ、約93％が「役に立つ」と回答しており、一定、研修の実施効果はあったものと
考えているが、圏域別で見ると、県南及び壱岐の研修参加者は多かったが、長崎及び県央は少なく、研修参加者を増や
すことが課題となっている。

○集合しての研修では、研修会場まで時間がかかり、参加できないという意見もあったことか
ら、研修に参加しやすい環境として、WEB（スマホやタブレット等での視聴可）での研修に見直し
実施する。

●実績の検証及び解決すべき課題

事務事業名

所管課(室)名

長寿社会課

1 改善②
　福祉人材センターでの求職登録者数を増加させるため、各種研修施設との連携を強化するなど、よ
り効果的な事業となるよう見直しを行っていく。

　介護人材のすそ野を広げるため、これまでの合同面談会に
加え、地域に密着した小規模な面談会を実施することにより、
求職者の掘り起こしを行うこととした。

　Ｒ２年度に県内の全ての小中高校へ基礎講座等の実施状況調査を行った結果をもとに、取組がな
されていない学校へ介護の仕事の魅力ややりがい、重要性の理解を促すための働きかけを積極的
に行っていく。

3

　新型コロナウイルス感染防止のため、大規模面談会の実施
については通年に渡り困難な見込みのため、地域に埋もれた
求職者の確保を行うため、小規模な面談会を数多く実施する
こととした。

②
　昨年度の面談会と今年度の代替方策、両方の効果を検証したうえで、Ｒ３年度の事業内容の見直
しを行っていく。

改善

介護人材確保対策事
業〔マッチング強化〕
（医療介護基金）

長寿社会課

2

介護人材確保対策事
業〔理解促進〕（医療介
護基金）

　新型コロナウイルス感染防止のため、当初予定していた大
型イベントの実施は見送り、そのうえで介護のイメージアップを
行うための代替方策を検討、実施することとした。

②
　昨年度のイベントと今年度の代替方策、両方の効果を検証したうえで、Ｒ３年度の事業内容の見直
しを行っていく。

改善

長寿社会課

取組
項目
ⅰ

　介護福祉士養成施設の入学者確保のため、貸付対象者に、
来日前の留学生も対象にするよう見直しを行った。

⑧
　令和元年度の国の経済対策補正予算により、貸付原資の積み増しを行うことができたため、数年
分貸付は、実施可能となったが、Ｒ３年度以降も安定的に貸付ができるよう、国に対し制度の継続を
要望していく。

5 改善

介護福祉士修学資金
等貸付事業

長寿社会課

ターゲットに応じた介
護人材確保・育成事業
（医療介護基金）

　生涯現役応援センターと連携し、元気高齢者向けセミナーで
介護助手及び介護助手体験事業の周知・案内を行い、同事業
への参加者を増やすこととした。

②

　人手が不足する介護の現場では、現場の業務を切り分け、多様な人材で介護の仕事を支えていく
必要があることから、対象者を「元気な高齢者」に限らず、障害者や主婦等への拡大を目指すととも
に、業務の切り分けの方法や事例を整理して、他の介護事業所にも導入してもらえるよう普及啓発を
図っていく。

終了

長寿社会課

改善

長寿社会課

介護人材育成・確保対
策地域連携支援事業
（医療介護基金） 　R2新規 ②

8



10

外国人介護職員の確
保・定着支援事業（医
療介護基金）

　新型コロナウイルス感染症の影響により、現地での説明会
等の開催が不透明なことから、インターネット等を活用した
WEB面談会の開催を検討している。
また、外国人材に対する研修について、各事業所を訪問する
個別研修を追加し、円滑な就労・定着を図る。

②
　友好交流を活かしたベトナム国クァンナム省等の大学からの学生等を受け入れ後、受入外国人が
安心して長崎県で就労・生活できるための支援を行っていく。

終了

長寿社会課

介護入門者の育成・参
入促進事業（医療介護
基金）

　これまで８圏域で実施していたものを、１０地域に拡大し、実
施することとした。また研修実施機関と連携し、受講者がより
就労につながるよう、研修期間中に介護の魅力ややりがいな
どを伝える時間を設けることとした。

②
　本年度の研修受講状況を踏まえつつ、より受講人数及び就労者を増やすことを念頭に見直しを
行っていく。

終了

長寿社会課

9

取組
項目
ⅰ

取組
項目
ⅰ

介護職員処遇改善加
算取得促進特別支援
事業

　Ｒ元年度実施したアンケート調査を元に、加算未取得事業所
に対し、改めて事業の周知を行い、加算取得を働きかける。

②
　処遇改善加算及び特定処遇改善加算の未取得事業者の加算取得に向けて、引き続き支援してい
く。

現状維持

長寿社会課

13

職場環境改善取組事
業所の宣言制度推進
事業（医療介護基金）

　他事業補助金の審査加点とするなどの「宣言」することによ
るインセンティブを付与することとした。

②
　宣言制度の運用状況を検証するとともに、国がH31年3月に策定した認証評価制度の運営にかかる
ガイドラインに基づき、本県における認証評価制度の創設について検討していく。

終了

長寿社会課取組
項目
ⅱ

16

介護サービス生産性
向上支援事業（医療介
護基金）

15

介護ロボット・ＩＣＴ普及
促進事業（医療介護基
金） 　R2新規 ②

　R2年度に作成したマニュアルを他事業所へ周知するツールとして活用するとともに、モニタリングの
効果検証を元に、補助対象機器の拡大を検討する。また、国が補助基準を拡大しているため、さらな
る普及を促進するため、補助基準の見直しを検討していく。

改善

長寿社会課

　R2新規 ②
　Ｒ２年度にモデル事業として実施した事業所については、引き続き支援していくとともに、その取組
を見える化して他事業所へ積極的に周知し、各介護事業所の業務改善等の取組を推進していく。

改善

長寿社会課

12

18

離島における介護人
材確保事業（医療介護
基金）

　前年度の各市町の実績や取組状況を分析し、その情報につ
いて各市町と情報共有し、今年度の参加者募集や就労への
取り組みに反映させた。

②
　研修参加者及び就労者をさらに増やすため、今年度の取組実績を分析するとともに、研修実施主
体である各市町と情報を共有する。

改善

長寿社会課取組
項目
ⅲ

19

福祉・介護職員等によ
るたんの吸引等研修
事業（医療介護基金） ― ②

　喀痰吸引を実施できる障害福祉サービス事業者等（通所）を各圏域に1箇所以上確保するため、未
確保圏域において実施でき得る事業者等へ働きかけを行う。

改善

障害福祉課



注：「２．令和元年度取組実績」に記載している事業のうち、令和元年度終了事業、100%国庫事業などで県
の裁量の余地がない事業、公共事業評価対象事業、研究事業評価対象事業、指定管理者制度導入施設
評価対象事業については、記載対象外としています。

【事業構築の視点】

①　視点①　事業群としての成果目標に対し、特に効果が高い事業の見極め、 事業の選択と集中ができているか。
②　視点②　指標の進捗状況に応じて、その要因分析及びさらに高い効果を出すための工夫、目標に近づけるための
　　工夫を検討・実施できているか。
③　視点③　人員・予算を最大限効果的に活用するための事務・事業の廃止・見直しができているか。
④　視点④　政策間連携により事業効果が高められないか。事業群としてリーダーの明確化、関係課の役割分担・
　　協力関係の整理ができているか。
⑤　視点⑤　県と市町の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑥　視点⑥　県と民間の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑦　視点⑦　戦略的に関係者の行動を引き出せているか。
⑧　視点⑧　国制度等の最大限の活用が図られているか。国へ政策提案（制度改正要望）する必要はないか。
⑨　視点⑨　経済情勢等、環境の変化に対応した効果的・適切な見直しとなっているか。
⑩　その他の視点


